



































































































5）See CareerBuilder.com, One-in-Five Employers Use Social Networking Sites to














































































12）Restatement（Second）of Torts §652B（1977）; W.Prosser & W.Keeton, The Law of Torts
§177（5th ed.1984）．
13）See Ian Byrnside, Six Clicks of Separation: The Legal Ramifications of Employers 
Using Social Networking Sites to Research Applicants, 10 Vand. J. Ent. & Tech. L. 445,

























15）See Byrnside, supra note 13, at 462; Robert Sprague, Googling Job Applicants: 
















16）See Carly Brandenburg, The Newest Way to Screen Job Applicants: A Social 









See Brandenburg, supra note 16, at 602.　





















































20）18 U.S.C. § 2701（a）（1）．
21）See Konop, 302 F.3d at 879.
22）18 U.S.C. § 2701（c）（2）．
23）See Konop, 302 F.3d at 880.　           
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　外部の調査機関に対し，応募者の信用調査を依頼する場合については，公正





















26）15 U.S.C. §1681m. また，それに際して，使用者は，不利益な取扱いの根拠である調査報
告の写しや，調査対象者の権利に関する文書を事前に交付することも義務づけられている（15























27）See, e.g., Bruno v. City of Crown Point, 950 F.2d 355, 363-65（7th Cir. 1991）．　
28）See, e.g., Barbano v. Madison County, 922 F.2d 139, 142-43（2d Cir. 1990）．　




　そのほかにも，雇用年齢差別法（the Age Discrimination in Employment
Act of 1967, 29 U.S.C. §§621-634）は，年齢をめぐる質問等に対し同様の
規制を加え，また，1990年障害を持つアメリカ人法（the Americans with
Disabilities Act of 1990, 42 U.S.C. §§12101-12213）は，雇い入れ以前に，職
務との関連性がなく，障害の有無ないしその性質や程度について質問や調査を
行ったり，または障害を持つ応募者を選別する検査を実施することを禁じてい
る。さらに2008年には，遺伝子情報差別禁止法（the Title II of the Genetic





































30）See Byrnside, supra note 13, at 463; George Lenard, Employers Using Facebook for

























32）See Byrnside, supra note 13, at 467; Brandenburg, supra note 16, at 613.　　
33）たとえば，マイスペースの利用規約については，MySpace.com Terms of Use Agreement
（June 25, 2009）を，フェイスブックのそれについては，Statement of Rights and
Responsibilities（August 28, 2009）を参照。　




















































































































とにも留意する必要がある。　           
るとの，法律で保護される期待ないし利益を有することになろう。
　前述したように，個人情報保護法および職業安定法５条の４等に照らすと，
SNSを通じた応募者の素行調査は，それらに抵触し，違法性の強いものであ
ると評価される。それゆえに，使用者が当該素行調査を実施するということ
は，適正かつ適法な手段による情報の取得について自らがなした約束を反故に
して，応募者の有する前述の期待ないし利益を侵害することを意味する。以上
のことから，応募者は，SNSを通じた素行調査の実施について，使用者に対
し不法行為等に基づく民事責任を問うことが可能であるといえよう。なお，こ
の場合，不法行為としてのプライバシー侵害の場合とは異なって，応募者が
SNSサイトにある自らのプロフィールに掲載した情報に対しプライバシーの
権利を有していたかどうかは，問題とはならない。
Ωޓ⚿߮ߦ߆߃ߡ
　本論では，使用者によるSNSを通じた応募者の素行調査について，米国に
おけるその現状および法的対応を概観したうえで，米国の議論を踏まえ，わが
国ではどのような法的対応ができるのか，またはすべきかを論じてきた。
　わが国の場合，米国とは異なって，職業安定法5条の4および個人情報保護
法等に基づく応募者の個人情報保護のための相対的に厳格な法的規制が存在す
る。そのため，SNSを通じた応募者の素行調査自体が，不適正または違法な
方法・手段による情報収集と評価される可能性が極めて高い。それゆえに，応
募者は，SNSサイト上にある自らのプロフィールに掲載した情報についてプ
ライバシーの権利を有していなかったときでさえ，使用者に対し不法行為法等
に基づく民事責任を追及することができる，といえよう。
　しかし，以上のことは，あくまでも法律論である。現実には，SNSを通じ
た素行調査は応募者の知らないところで実施されるため，応募者は自らの権利
利益を侵害されていることさえ認識していないこともあろう。また，応募者が          
その実施を知り，自らの権利利益を回復するため裁判で争おうとしても，権利
利益の侵害等に関する諸事実を立証するには，大きな困難が伴うと予想される。
　そうであるがゆえに，わが国でも，少なくとも一部の使用者がSNSを通じ
た素行調査を実施していると想定して，応募者は自己防衛のため，SNSの利
用の仕方に注意を払う必要があろう。つまり，将来の使用者によって自らのプ
ロフィールが見られうることを前提に，それにはいかなる情報を掲載すべきか，
また，それからいかなる情報を削除すべきかを十分に吟味して，決定すること
が重要である。とはいえ，自らのプロフィールには，将来の使用者からネガティ
ブな評価を受けかねない情報を含め，ありのままの自らのことを掲載したいと
強く欲するならば，少なくともプライバシー環境設定機能を使って，それにア
クセスできる人々の範囲を厳格に制限しておくべきであろう。でも，それで十
分かといえば，そうではない。このことは，本論からもうすでにおわかりであ
ろう。だからこそ，「学生諸子，プロフィールへの武勇伝の書き込みに要注意！」
と41）。
提出年月日：2009年11月18日
41）本論の脱稿後に，４年の男子大学生がホームレスを襲う「自作自演」の映像をミクシィに
掲載したところ，当該映像がユーチューブ等の動画投稿サイトに出回り，その内容に怒りや
不快感を抱いた人々から，ネット上に批判の書き込みが殺到し，また，メールや電話で，当
該学生の所属大学および入社が内定している大手家電メーカーに抗議が寄せられるといった
事件が発生した（「ホームレス襲撃，自作自演　動画投稿の神戸大生に批判殺到」朝日新聞
2009年10月30日朝刊等参照）。わが国でも，このような事件を契機に，採用選考に際して
「問題社員」となりうる学生を早期に発見するため，SNSサイトを通じた素行調査を実施し
ようと考える企業も増加するのではないか，と推測される。なお，自作自演であったとして
も，「ホームレス襲撃」を笑いのネタにすること自体が，洒落にもならない悪質な行為であり，
市民社会から厳しい断罪を受けてもやむをえないことはいうまでもない。          
